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その構想が発表されてから 3 年後の 2011 年に入札が行われ，K 社はおよそ 201 億ウォンで
受注した．同年 10 月に開発がスタートし，2012 年 4 月に終了した．このシステムは高校生









































































































































 J 社のグループ企業を含めると従業員は 3,461 名（2014 年 3 月末），売上高は 2,033 億円
（2013 年度）である．システム開発エンジニアのほか，営業職を多く擁する会社である． 
今回の調査対象システムのパッケージソフトを扱う事業部は，もともと A 社に存在して
いたが，A 社の経営方針により 2010 年に A 社から J 社に移管された．これを機に，事業部
のメンバー300 人超が A社から J社に配置換えとなった．J社の人事制度は A社の人事制度
に準拠しており，また配置換えとなったメンバーは出向扱いとなっている． 
J 社の平均勤続年数は 40.3 歳，調査対象事業部は 34.2 歳．離職率は全体で 2.0％，調査















 K 社は 1987 年に設立された企業である．韓国の情報システム開発分野においては草分け
的な存在といえよう．2012 年時点の従業員は海外法人及び子会社を含めておよそ 9000 人で
ある．K 社単体にはおよそ 6000 人が在籍しており，そのうち 50%程度が開発エンジニアで









益率が 5%以下であり，売上高当期利益率は 3%を下回る．特に 2011 年は 1.5%と低い水準に
とどまっている．この数値は情報システム開発ビジネスにおける企業間の熾烈な競争によ
る受注金額の低下が大きく影響している可能性がある．また，同業種は労働集約的性格を
















 2011 年 2012 年 2013 年 
売上高 31,912 32,496 31,967 
営業利益 1,214（3.8%） 1,372（4.2%） 1,479（4.6%） 












いる．部門全体約 300 人の従業員がいる． 
この部門の北京事務所の組織の構造は次の図に示されているように，部門長である総経
理の下に３つの事業部があり，その内の 1つ事業部の従業員は主に ADFB 関係のシステム開
発業務に従事しており，その事業部に固定されている．他の２つの事業部にいる従業員は，
国内業務と日本向けの業務の状況にあわせて，プロジェクトごとに流動している． 
2012 年 11 月の調査時点では，この部門の従業員の平均年齢は大体 30 歳で，最も年長者

















ジニアによって構成されている．その人数は，Ｊ社からは 8 名，協力会社の 3 社からのエ
ンジニアを含めて，プロジェクトの全行程で合計 60 名近くのエンジニアが参画していた． 
開発組織の年齢構成は，プロジェクトマネージャー（以下 PM）の 43 歳が最年長であり，




































 図５は K 社の組織構造を示している．事業本部は，公共 SOC 事業本部，ハイテク事業本
部，ソリューション事業本部，金融通信事業本部からなる．英語テストシステム開発は，
































ングを担当する．応用チームは応用第 1 と第 2 チームに分かれるが，11 個のサブシステム
を第 1チームが 8個，第 2チームが 3個に分けて開発にあたった． 
























































GL1，他 6 名 























増やしていく方針をとっており，最大の時は，全部で約 50 程度の体制となっていった． 





4.3.1 J 社 













決できない場合は月１回開催される部長クラスの会議（PA 会）で問題を解決する．なお，  




























チームリーダーから開発責任者に報告する．PL はエンジニアたちとも AIGLE 方法論に準拠































































































C1 氏は設計チームのコアメンバーであるため，C4 氏は業務問題について C1 氏とよく相
談し，人員調整などの相談もする．ただ C1 氏より C3 氏とのコミュニケーションをよくよ




















































4.4.2 K 社 











4.4.3 C 社 
 ヒアリング調査を応じてくれたエンジニアは，このプロジェクトの中堅メンバーである
C2 氏，中途採用で C 社に入社した C3 氏と，若手の C4 氏の３人であった．ここで３人の略
歴を簡単に紹介しておこう． 











 そして，中途採用者である C3 氏は，地元の大学を卒業してから，地元で就職した．その
会社は日本向けのソフト開発会社で，社員は約 20 人であった．その会社で１年あまり働い
て，主に開発の仕事をしてきた．その後北京に来て別のソフト開発の会社に就職した．そ
の会社は国内向けの業務を行っており，C3 氏は開発を担当していた．会社の規模は 40 数人
ぐらいであった．当時その会社は今の会社と業務関係があったきっかけで，2005 年に現在
の会社に入った．現在はプロジェクトリーダーとなっており，アウトソーシング部門に所
属している．PL を担当したプロジェクトがいくつかあったが，2008 年から PL を担当し始














った．直接の上司は開発責任者の C1 氏であった． 
 
4.5 人材マネジメント 





資格制度が適用される．システム X の開発リーダーおよびメンバーは全員 A 社からの出向
者であるため，人事制度および賃金としては A社の制度が適用される． 




































4.5.2 K 社 
（１）人事制度 








価 60 点，職務能力評価 30 点，共通能力評価 10 点にリーダーの加点分±5 点を合算し，点
数に応じて 4 つの等級に分け，引き上げ額を決める．成果評価の反映比率が高いのが分か
る．一方，職務レベルの調整には職務能力評価の反映比率が高い．成果評価 30 点，職務能
力評価 60 点，共通能力評価 10 点にリーダーの加点分±5点を合算する仕組みである．合算































リーダー PM エンジニア 
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